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【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外科用工具であって、
　工具シャフトの遠位端に位置決めされた機能要素と、
　前記工具シャフトの近位端に位置決めされた工具ハンドルと、
を備え、
　前記工具シャフトは、複数のセグメントリンクを有する関節動作領域を備えることを特
徴とする外科用工具。
【請求項２】
　請求項１に記載の工具であって、前記関節動作領域は、前記機能要素と前記工具シャフ
トの第１の部分との間の前記工具シャフトの前記遠位端に位置決めされることを特徴とす
る工具。
【請求項３】
　請求項１に記載の工具であって、前記関節動作領域は、前記工具シャフトの中心領域に
位置決めされることを特徴とする工具。
【請求項４】
　請求項３に記載の工具であって、前記関節動作領域は、前記工具シャフトの第１の部分
と前記工具シャフトの第２の部分との間に位置決めされることを特徴とする工具。
【請求項５】
　請求項２または４に記載の工具であって、前記工具ハンドルは、前記工具シャフトの前
記第１の部分の近位端に結合されることを特徴とする工具。
【請求項６】
　請求項１に記載の工具であって、前記複数のセグメントリンクのうちのそれぞれのセグ
メントリンクは、前記機能要素と前記工具シャフトの軸との間の関節動作を１２°まで、
乃至１５°までの範囲内で行うように製作され、配置構成されることを特徴とする工具。
【請求項７】
　請求項１に記載の工具であって、前記複数のセグメントリンクのうちの第１のセグメン
トリンクは、前記工具シャフトの第１の部分に結合され、前記複数のセグメントリンクの
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うちの第２のセグメントリンクは、前記機能要素に結合されることを特徴とする工具。
【請求項８】
　請求項７に記載の工具であって、前記第１のセグメントリンクは、第１の部分および第
２の部分を有する本体を備え、前記第２の部分は、半球状の本体部分を備えることを特徴
とする工具。
【請求項９】
　請求項８に記載の工具であって、前記第２のセグメントリンクは、第１の部分および第
２の部分を有する本体を備え、前記第２の部分は、半球状の本体部分を備えることを特徴
とする工具。
【請求項１０】
　請求項９に記載の工具であって、前記第１のセグメントリンクの前記半球状の本体部分
は、前記工具シャフトの前記第１の部分の半球状のキャビティ部分と嵌合し、前記第２の
セグメントリンクの前記半球状の本体部分は、前記第１のセグメントリンクの半球状のキ
ャビティ部分と嵌合することを特徴とする工具。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の工具であって、前記機能要素は、前記第２のセグメントリンクの半
球状のキャビティ部分と嵌合する半球状の本体部分を有する接続リンクを備えることを特
徴とする工具。
【請求項１２】
　請求項１に記載の工具であって、前記複数のセグメントリンクのそれぞれは、第１の部
分および第２の部分を有する本体を備え、前記第２の部分は、半球状の本体部分を備え、
前記複数のセグメントリンクのそれぞれは、少なくとも１つの関節ケーブルチャネルと１
つの作動ケーブルチャネルとを備えることを特徴とする工具。
【請求項１３】
　請求項８または９または１２に記載の工具であって、前記第１の部分は、円柱状の本体
部分を備えることを特徴とする工具。
【請求項１４】
　請求項１２に記載の工具であって、前記少なくとも１つの関節ケーブルチャネル内に位
置決めされた少なくとも１つの関節ケーブルをさらに備えることを特徴とする工具。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の工具であって、前記少なくとも１つの関節ケーブルは、前記複数の
セグメントリンクの遠位セグメントリンクに固定されることを特徴とする工具。
【請求項１６】
　請求項１４に記載の工具であって、前記少なくとも１つの関節ケーブルに加えられる張
力によって、前記工具シャフトに関して前記機能要素が関節動作することを特徴とする工
具。
【請求項１７】
　請求項１２に記載の工具であって、前記作動ケーブルチャネル内に位置決めされた作動
ケーブルをさらに備えることを特徴とする工具。
【請求項１８】
　請求項１７に記載の工具であって、前記作動ケーブルに加えられる張力によって、前記
機能要素の状態が変化することを特徴とする工具。
【請求項１９】
　請求項１に記載の工具であって、前記複数のセグメントリンクのうちの第１のセグメン
トリンクは、背中合わせの端面にそれぞれ形成された第１の凹形のキャビティおよび第２
の凹形のキャビティを有する本体を備えることを特徴とする工具。
【請求項２０】
　請求項１９に記載の工具であって、前記第１の凹形のキャビティと前記第２の凹形のキ
ャビティの一方または双方は、半球状または半楕円体状のキャビティであることを特徴と
する工具。
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【請求項２１】
　請求項１または１９に記載の工具であって、前記複数のセグメントリンクのうちの第２
のセグメントリンクは、中央の本体部分の背中合わせの端面にそれぞれ形成された第１の
凸状の本体部分および第２の凸状の本体部分を有する本体部を備えることを特徴とする工
具。
【請求項２２】
　請求項２１に記載の工具であって、前記第１の凸状の本体部分と前記第２の凸状の本体
部分の一方または双方は、半球状または半楕円体状であることを特徴とする工具。
【請求項２３】
　請求項２１に記載の工具であって、前記中央の本体部分は、円柱状であることを特徴と
する工具。
【請求項２４】
　請求項２１に記載の工具であって、前記第２のセグメントリンクの前記第１の凸状の本
体部分および前記第２の凸状の本体部分のうちの一方は、前記第１のセグメントリンクの
前記第１の凹形のキャビティおよび前記第２の凹形のキャビティのうちの一方と嵌合する
ことを特徴とする工具。
【請求項２５】
　請求項２４に記載の工具であって、前記第２のセグメントリンクの前記第１の凸状の本
体部分および前記第２の凸状の本体部分のうちの他方は、前記工具シャフトの凹形のキャ
ビティと嵌合することを特徴とする工具。
【請求項２６】
　請求項２４に記載の工具であって、前記第１のセグメントリンクの前記第１の凹形のキ
ャビティおよび前記第２の凹形のキャビティのうちの他方は、前記複数のセグメントリン
クのうちの第３のセグメントリンクの凸状の本体部分と嵌合することを特徴とする工具。
【請求項２７】
　請求項２６に記載の工具であって、前記第３のセグメントリンクは、前記機能要素に結
合されることを特徴とする工具。
【請求項２８】
　請求項１に記載の工具であって、前記複数のセグメントリンクのうちの第１のセグメン
トリンクは、第１の本体部の表面から延在する第１の突起部を有する前記第１の本体部を
備えることを特徴とする工具。
【請求項２９】
　請求項２８に記載の工具であって、前記第１の本体部と前記第１の突起部の一方または
双方は、円形断面または楕円形断面の柱形状であることを特徴とする工具。
【請求項３０】
　請求項１または２８に記載の工具であって、前記複数のセグメントリンクのうちの第２
のセグメントリンクは、第２の本体部の第１の表面から延在する第２の突起部を有する前
記第２の本体部を備えることを特徴とする工具。
【請求項３１】
　請求項３０に記載の工具であって、前記第２の本体部と前記第２の突起部の一方または
双方は、円形断面または楕円形断面の柱形状であることを特徴とする工具。
【請求項３２】
　請求項３０に記載の工具であって、前記第２のセグメントリンクは、前記第２の本体部
の第２の表面内に形成された凹形のキャビティを備えることを特徴とする工具。
【請求項３３】
　請求項３２に記載の工具であって、前記凹形のキャビティは、半球状または半楕円体状
のキャビティであることを特徴とする工具。
【請求項３４】
　請求項３２に記載の工具であって、前記第１のセグメントリンクの前記第１の突起部は
、前記第２のセグメントリンクの前記凹形のキャビティと嵌合することを特徴とする工具
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。
【請求項３５】
　請求項３４に記載の工具であって、前記第１のセグメントリンクは、前記機能要素に結
合されることを特徴とする工具。
【請求項３６】
　請求項３５に記載の工具であって、前記第２のセグメントリンクの前記第２の突起部は
、前記工具シャフトの凹形のキャビティと嵌合することを特徴とする工具。
【請求項３７】
　請求項１に記載の工具であって、前記複数のセグメントリンクのうちの第１のセグメン
トリンクは、第１の本体部分および第２の本体部分を有する本体を備えることを特徴とす
る工具。
【請求項３８】
　請求項３７に記載の工具であって、前記第１の本体部分は、円形断面または楕円形断面
の柱形状の本体部分を含むことを特徴とする工具。
【請求項３９】
　請求項３７または３８に記載の工具であって、前記第２の本体部分は、凸状の本体部分
を含むことを特徴とする工具。
【請求項４０】
　請求項３９に記載の工具であって、前記凸状の本体部分は、半球状または半楕円体状の
本体部分であることを特徴とする工具。
【請求項４１】
　請求項１および３７に記載の工具であって、前記複数のセグメントリンクのうちの第２
のセグメントリンクは、中央の本体部分、前記中央の本体部分の第１の表面に結合された
凸状の本体部分、および前記中央の本体部分の第２の表面から外向きに延在する複数の支
柱を有する本体を備えることを特徴とする工具。
【請求項４２】
　請求項４１に記載の工具であって、前記凸状の本体部分は、半球状または半楕円体状の
本体部分であることを特徴とする工具。
【請求項４３】
　請求項４１に記載の工具であって、前記中央の本体部分は、円形断面または楕円形断面
の柱形状であることを特徴とする工具。
【請求項４４】
　請求項４１に記載の工具であって、前記複数の支柱は、円形断面または楕円形断面の柱
形状であることを特徴とする工具。
【請求項４５】
　請求項４１に記載の工具であって、前記複数の支柱は、丸い、または斜角を付けた上縁
の１つを備えることを特徴とする工具。
【請求項４６】
　請求項４１に記載の工具であって、前記複数の支柱は、前記中央の本体部分の前記第２
の表面の中心軸に関して共通の半径方向経路にそって配置構成されることを特徴とする工
具。
【請求項４７】
　請求項４１に記載の工具であって、前記複数の支柱は、中心の支柱と２つ以上の外側の
支柱を備え、前記中心の支柱は前記第２の表面の直径方向の中点に位置決めされることを
特徴とする工具。
【請求項４８】
　請求項４７に記載の工具であって、前記２つ以上の外側の支柱は、前記中心の支柱に関
して共通の半径方向経路にそって配置構成されることを特徴とする工具。
【請求項４９】
　請求項４８に記載の工具であって、前記外側の支柱は、等間隔で並べられていることを
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特徴とする工具。
【請求項５０】
　請求項４７に記載の工具であって、前記２つ以上の外側の支柱は、それぞれ、前記中心
の支柱の第２の高さより高い第１の高さを有することを特徴とする工具。
【請求項５１】
　請求項４１に記載の工具であって、前記第１のセグメントリンクの前記第２の本体部分
は、前記中央の本体部分の前記第２の表面から外向きに延在する前記複数の支柱と嵌合す
ることを特徴とする工具。
【請求項５２】
　請求項５１に記載の工具であって、前記第２のセグメントリンクの前記凸状の本体部分
は、前記複数のセグメントリンクのうちの第３のセグメントリンクの複数の支柱と嵌合す
ることを特徴とする工具。
【請求項５３】
　請求項５２に記載の工具であって、前記第３のセグメントリンクは、前記工具シャフト
に結合されることを特徴とする工具。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１８２】
　本発明の概念が、その例示的な実施形態を参照しつつ特に示され、上で説明されたが、
以下の上記［において説明され、定められている本発明の概念の精神および範囲から逸脱
することなく形態および詳細にさまざまな変更を加えることができることは、当業者であ
れば理解するであろう。
＜付記＞
［１］
　医学的手技を実施するためのシステムであって、
　内側スリーブおよび外側スリーブを備える関節式プローブと、
　工具シャフトの遠位端に位置決めされた機能要素を備え、前記工具シャフトは関節動作
領域を有する外科用工具と、
を備え、
　前記関節式プローブおよび前記外科用工具は独立して制御可能であることを特徴とする
システム。
［２］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記関節式プローブは、ヒューマンインターフ
ェースデバイスを介して制御されるように製作され、配置構成されることを特徴とするシ
ステム。
［３］
　上記［２］に記載のシステムであって、前記ヒューマンインターフェースデバイスは、
触覚コントローラと、ジョイスティックと、トラックボールと、マウスと、電気機械デバ
イスとからなる群から選択された１つを備えることを特徴とするシステム。
［４］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記外科用工具は、外科用工具ハンドルを介し
て制御されるように製作され、配置構成されることを特徴とするシステム。
［５］
　上記［４］に記載のシステムであって、前記外科用工具ハンドルは、ハサミハンドルと
、パームヘルド把持部と、親指／人差し指／中指把持部と、ピストル形把持部とからなる
群から選択された１つを備えることを特徴とするシステム。
［６］
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　上記［１］に記載のシステムであって、前記関節式プローブは、前記関節式プローブの
作業面に開口部を有する少なくとも１つの作業チャネルをさらに備え、前記作業面は前記
関節式プローブの遠位端にあることを特徴とするシステム。
［７］
　上記［６］に記載のシステムであって、前記工具シャフトの一部は、前記少なくとも１
つの作業チャネル内に位置決めされることを特徴とするシステム。
［８］
　上記［７］に記載のシステムであって、前記外科用工具の前記機能要素は、前記開口部
から外向きに延在することを特徴とするシステム。
［９］
　上記［８］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記関節式プローブの前記作
業面に関して関節動作するように製作され、配置構成されることを特徴とするシステム。
［１０］
　上記［８］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記工具シャフトの延長軸に
関して関節動作するように製作され、配置構成されることを特徴とするシステム。
［１１］
　上記［９］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記関節式プローブの前記作
業面に関して０°から９０°までの範囲内で関節動作するように製作され、配置構成され
ることを特徴とするシステム。
［１２］
　上記［９］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記関節式プローブの前記作
業面に関して０°から１３５°までの範囲内で関節動作するように製作され、配置構成さ
れることを特徴とするシステム。
［１３］
　上記［９］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記関節式プローブの前記作
業面に関して０°から１８０°までの範囲内で関節動作するように製作され、配置構成さ
れることを特徴とするシステム。
［１４］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記関節式プローブの前記外側スリーブは、少
なくとも１つの側部ポートを備えることを特徴とするシステム。
［１５］
　上記［１４］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つの側部ポートは、側部ポ
ート係止部を備えることを特徴とするシステム。
［１６］
　上記［１５］に記載のシステムであって、前記側部ポート係止部は、空気圧係止部を備
えることを特徴とするシステム。
［１７］
　上記［１６］に記載のシステムであって、前記空気圧係止部は、ソレノイドを備えるこ
とを特徴とするシステム。
［１８］
　上記［１６］に記載のシステムであって、前記空気圧係止部は、拡張可能なパウチを備
えることを特徴とするシステム。
［１９］
　上記［１５］に記載のシステムであって、前記側部ポート係止部は、油圧係止部を備え
ることを特徴とするシステム。
［２０］
　上記［１９］に記載のシステムであって、前記油圧係止部は、ソレノイドを備えること
を特徴とするシステム。
［２１］
　上記［１９］に記載のシステムであって、前記油圧係止部は、拡張可能なパウチを備え
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ることを特徴とするシステム。
［２２］
　上記［１５］に記載のシステムであって、前記側部ポート係止部は、電気作動係止部を
備えることを特徴とするシステム。
［２３］
　上記［２２］に記載のシステムであって、前記電気作動係止部は、ソレノイドを備える
ことを特徴とするシステム。
［２４］
　上記［２２］に記載のシステムであって、前記電気作動係止部は、圧電アクチュエータ
を備えることを特徴とするシステム。
［２５］
　上記［１５］に記載のシステムであって、前記側部ポート係止部は、前記少なくとも１
つの側部ポート内に位置決めされることを特徴とするシステム。
［２６］
　上記［２５］に記載のシステムであって、前記側部ポート係止部は、ロックモードで前
記少なくとも１つの側部ポートを通る工具シャフトを固定するように製作され、配置構成
されることを特徴とするシステム。
［２７］
　上記［２５］に記載のシステムであって、前記側部ポート係止部は、アンロックモード
で工具シャフトを前記少なくとも１つの側部ポートに通せるように製作され、配置構成さ
れることを特徴とするシステム。
［２８］
　上記［１４］に記載のシステムであって、前記工具シャフトの一部は、前記少なくとも
１つの側部ポートを通ることを特徴とするシステム。
［２９］
　上記［２８］に記載のシステムであって、前記側部ポートは、前記工具シャフトを前記
外側スリーブの外面にそって案内することを特徴とするシステム。
［３０］
　上記［２８］に記載のシステムであって、前記外科用工具の前記機能要素は、前記関節
式プローブの作業面から外向きに延在し、前記作業面は前記関節式プローブの遠位端にあ
ることを特徴とするシステム。
［３１］
　上記［３０］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記関節式プローブの前記
作業面に関して関節動作するように製作され、配置構成されることを特徴とするシステム
。
［３２］
　上記［３０］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記工具シャフトの延長軸
に関して関節動作するように製作され、配置構成されることを特徴とするシステム。
［３３］
　上記［３１］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記関節式プローブの前記
作業面に関して０°から９０°までの範囲内で関節動作するように製作され、配置構成さ
れることを特徴とするシステム。
［３４］
　上記［３１］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記関節式プローブの前記
作業面に関して０°から１３５°までの範囲内で関節動作するように製作され、配置構成
されることを特徴とするシステム。
［３５］
　上記［３１］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記関節式プローブの前記
作業面に関して０°から１８０°までの範囲内で関節動作するように製作され、配置構成
されることを特徴とするシステム。
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［３６］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記関節式プローブの前記内側スリーブおよび
前記外側スリーブのそれぞれは、複数のプローブリンクを備えることを特徴とするシステ
ム。
［３７］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記関節式プローブの前記内側スリーブおよび
前記外側スリーブは、独立して制御可能であることを特徴とするシステム。
［３８］
　上記［３７］に記載のシステムであって、前記関節式プローブの前記内側スリーブおよ
び前記外側スリーブのそれぞれは、柔態様と剛態様のうちの一方の態様で構成されうるこ
とを特徴とするシステム。
［３９］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記関節式プローブは、少なくとも１本の操縦
ケーブルを備えることを特徴とするシステム。
［４０］
　上記［３９］に記載のシステムであって、前記少なくとも１本の操縦ケーブルは、前記
関節式プローブの遠位端の近位にある領域で終端することを特徴とするシステム。
［４１］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記機能要素は、把持器と、爪と、カッターと
、ナイフと、切除器と、焼灼器と、薬物送達装置と、放射線源と、ＥＫＧ電極と、圧力セ
ンサと、血液センサと、カメラと、磁石と、加熱素子と、冷却素子とからなる群から選択
された１つを備えることを特徴とするシステム。
［４２］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記機能要素は、第１の工具シースキャビティ
を備え、前記工具シャフトは、第２の工具シースキャビティを備えることを特徴とするシ
ステム。
［４３］
　上記［４２］に記載のシステムであって、前記外科用工具は、第２の外科用工具を入れ
るためのキャビティ経路を備えるように製作され、配置構成されることを特徴とするシス
テム。
［４５］
　上記［４３］に記載のシステムであって、前記第１の工具シースキャビティおよび前記
第２の工具シースキャビティは、結合されてキャビティ経路を形成することを特徴とする
システム。
［４６］
　上記［４３］に記載のシステムであって、前記キャビティ経路の１つの領域は、前記工
具シャフトの前記関節動作領域に対応することを特徴とするシステム。
［４７］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記外科用工具は、前記機能要素の関節動作位
置をロックするように製作され、配置構成されるロッキングデバイスを備えることを特徴
とするシステム。
［４８］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記外科用工具は、前記機能要素の動作モード
をロックするように製作され、配置構成されるロッキングデバイスを備えることを特徴と
するシステム。
［４９］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記機能要素は、把持器を備えることを特徴と
するシステム。
［５０］
　上記［４９］に記載のシステムであって、前記把持器は、約１lbFの把持力を印加する
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ように製作され、配置構成されることを特徴とするシステム。
［５１］
　上記［４９］に記載のシステムであって、前記把持器は、前記関節動作領域が完全な関
節動作状態で位置決めされたときに約１lbFの把持力を印加するように製作され、配置構
成されることを特徴とするシステム。
［５２］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記システムは、経口ロボット外科手術を実施
するように製作され、配置構成されることを特徴とするシステム。
［５３］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記工具シャフトの前記関節動作領域は、少な
くとも２つのセグメントリンクを備えることを特徴とするシステム。
［５４］
　上記［５３］に記載のシステムであって、前記少なくとも２つのセグメントリンクのう
ちの１つのセグメントリンクは、一体になっていることを特徴とするシステム。
［５５］
　上記［５３］に記載のシステムであって、前記少なくとも２つのセグメントリンクのう
ちの第１のセグメントリンクは、前記工具シャフトの第１のシャフト部分に結合され、前
記少なくとも２つのセグメントリンクのうちの第２のセグメントリンクは、前記工具シャ
フトの第２のシャフト部分に結合されることを特徴とするシステム。
［５６］
　上記［５５］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記第２のシャフト部分に
結合されることを特徴とするシステム。
［５７］
　上記［５３］に記載のシステムであって、前記少なくとも２つのセグメントリンクのう
ちの第１のセグメントリンクは、前記工具シャフトの第１のシャフト部分に結合され、前
記少なくとも２つのセグメントリンクのうちの第２のセグメントリンクは、前記機能要素
に結合されることを特徴とするシステム。
［５８］
　上記［５７］に記載のシステムであって、前記工具シャフトの前記関節動作領域は、前
記第１のセグメントリンクと前記第２のセグメントリンクとの間に結合された１つ以上の
第３のセグメントリンクをさらに備えることを特徴とするシステム。
［５９］
　上記［５７］に記載のシステムであって、前記第１のセグメントリンクは、第１の部分
および第２の部分を有する本体部を備え、前記第２の部分は、半球状の本体部分を備える
ことを特徴とするシステム。
［６０］
　上記［５７］に記載のシステムであって、前記第１のセグメントリンクは、第１の部分
および第２の部分を有する本体部を備え、前記第２の部分は、凸状の本体部分を備えるこ
とを特徴とするシステム。
［６１］
　上記［６０］に記載のシステムであって、前記凸状の本体部分は、半球状の本体部分で
あることを特徴とするシステム。
［６２］
　上記［６０］に記載のシステムであって、前記凸状の本体部分は、半楕円体状の本体部
分であることを特徴とするシステム。
［６３］
　上記［５９］に記載のシステムであって、前記第１の部分は、円柱状の本体部分を備え
ることを特徴とするシステム。
［６４］
　上記［５９］に記載のシステムであって、前記第１のセグメントリンクの前記半球状の
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本体部分は、前記第１のシャフト部分の半球状のキャビティ部分と嵌合することを特徴と
するシステム。
［６５］
　上記［５９］に記載のシステムであって、前記第１のセグメントリンクの前記半球状の
本体部分は、前記第１のシャフト部分の凹形のキャビティ部分と嵌合することを特徴とす
るシステム。
［６６］
　上記［６０］に記載のシステムであって、前記凹形のキャビティ部分は、半球状のキャ
ビティ部分であることを特徴とするシステム。
［６７］
　上記［６０］に記載のシステムであって、前記凹形のキャビティ部分は、半楕円体状の
キャビティ部分であることを特徴とするシステム。
［６８］
　上記［５９］に記載のシステムであって、前記第１のセグメントリンクは、少なくとも
１つの関節ケーブルチャネルを備えることを特徴とするシステム。
［６９］
　上記［６８］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つの関節ケーブルチャネル
は、前記第１の部分の上面に第１の開口部を、前記第１の部分の底面に第２の開口部を備
えることを特徴とするシステム。
［７０］
　上記［６９］に記載のシステムであって、前記第１の部分は、円柱状の本体部分を備え
ることを特徴とするシステム。
［７１］
　上記［６８］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つの関節ケーブルチャネル
は、前記第１の部分の円周または周上で９０°隔てて並べられる第１から第４までの関節
ケーブルチャネルを含むことを特徴とするシステム。
［７２］
　上記［６８］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つの関節ケーブルチャネル
は、前記第１の部分の中心軸に関する共通の半径方向経路にそって互いから９０°隔てて
位置決めされる第１から第４までの関節ケーブルチャネルを含むことを特徴とするシステ
ム。
［７３］
　上記［７１］および［７２］に記載のシステムであって、前記第１の部分は、円柱状の
本体部分を備えることを特徴とするシステム。
［７４］
　上記［５９］に記載のシステムであって、前記第１のセグメントは、作動ケーブルチャ
ネルを備えることを特徴とするシステム。
［７５］
　上記［７４］に記載のシステムであって、前記作動ケーブルチャネルは、前記第１のセ
グメントの前記半球状の本体部分の直径方向の中点に第１の開口部を、前記第１のセグメ
ントの前記第１の部分の直径方向の中点に第２の開口部を備えることを特徴とするシステ
ム。
［７６］
　上記［７５］に記載のシステムであって、前記第１の部分は、円柱状の本体部分を備え
ることを特徴とするシステム。
［７７］
　上記［７５］に記載のシステムであって、前記作動ケーブルチャネルは、前記第１の開
口部を前記第１のセグメントの前記本体部の円柱状のキャビティと適合させる前記第１の
開口部のところで接合される上側テーパを備えることを特徴とするシステム。
［７８］
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　上記［７７］に記載のシステムであって、前記円柱状のキャビティは、前記第１のセグ
メントの前記本体部の下側テーパを接合することを特徴とするシステム。
［７９］
　上記［７８］に記載のシステムであって、前記下側テーパは、前記円柱状のキャビティ
を前記第１のセグメントの前記本体部の半球状のキャビティと適合させることを特徴とす
るシステム。
［８０］
　上記［５７］に記載のシステムであって、前記第２のセグメントリンクは、第１の部分
および第２の部分を有する本体部を備え、前記第２の部分は、半球状の本体部分を備える
ことを特徴とするシステム。
［８１］
　上記［５７］に記載のシステムであって、前記第２のセグメントリンクは、第１の部分
および第２の部分を有する本体部を備え、前記第２の部分は、凸状の本体部分を備えるこ
とを特徴とするシステム。
［８２］
　上記［８１］に記載のシステムであって、前記凸状の本体部分は、半球状の本体部分で
あることを特徴とするシステム。
［８３］
　上記［８１］に記載のシステムであって、前記凸状の本体部分は、半楕円体状の本体部
分であることを特徴とするシステム。
［８４］
　上記［８０］に記載のシステムであって、前記第１の部分は、円柱状の本体部分を備え
ることを特徴とするシステム。
［８５］
　上記［８０］に記載のシステムであって、前記第２のセグメントリンクの前記半球状の
本体部分は、前記第１のセグメントリンクの半球状のキャビティ部分と嵌合することを特
徴とするシステム。
［８６］
　上記［８０］に記載のシステムであって、前記第２のセグメントリンクの前記半球状の
本体部分は、前記第１のセグメントリンクの凹形のキャビティ部分と嵌合することを特徴
とするシステム。
［８７］
　上記［８６］に記載のシステムであって、前記凹形のキャビティ部分は、半球状のキャ
ビティ部分であることを特徴とするシステム。
［８８］
　上記［８６］に記載のシステムであって、前記凹形のキャビティ部分は、半楕円体状の
キャビティ部分であることを特徴とするシステム。
［８９］
　上記［８５］に記載のシステムであって、前記第１のセグメントリンクの少なくとも２
つの関節ケーブルチャネルは、前記第２のセグメントリンクの少なくとも２つの関節ケー
ブルチャネルと位置合わせされることを特徴とするシステム。
［９０］
　上記［８０］に記載のシステムであって、前記第２のセグメントリンクの前記本体部は
、少なくとも１つの関節ケーブルチャネルを備えることを特徴とするシステム。
［９１］
　上記［９０］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つの関節ケーブルチャネル
は、前記第１の部分の上面に第１の開口部を、前記第１の部分の底面に第２の開口部を備
えることを特徴とするシステム。
［９２］
　上記［９１］に記載のシステムであって、前記第１の部分は、円柱状の本体部分を備え
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ることを特徴とするシステム。
［９３］
　上記［９０］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つの関節ケーブルチャネル
は、前記第１の部分の円周または周上で９０°隔てて並べられる第１から第４までの関節
ケーブルチャネルを含むことを特徴とするシステム。
［９４］
　上記［９０］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つの関節ケーブルチャネル
は、前記第１の部分の中心軸に関する共通の半径方向経路にそって互いから９０°隔てて
位置決めされる第１から第４までの関節ケーブルチャネルを含むことを特徴とするシステ
ム。
［９５］
　上記［９３］および［９４］に記載のシステムであって、前記第１の部分は、円柱状の
本体部分を備えることを特徴とするシステム。
［９６］
　上記［８０］に記載のシステムであって、前記第２のセグメントの前記本体部は、作動
ケーブルチャネルを備えることを特徴とするシステム。
［９７］
　上記［９６］に記載のシステムであって、前記作動ケーブルチャネルは、前記第２のセ
グメントの前記半球状の本体部分の直径方向の中点に第１の開口部を、前記第２のセグメ
ントの前記第１の部分の直径方向の中点に第２の開口部を備えることを特徴とするシステ
ム。
［９８］
　上記［９７］に記載のシステムであって、前記第１の部分は、円柱状の本体部分を備え
ることを特徴とするシステム。
［９９］
　上記［９７］に記載のシステムであって、前記作動ケーブルチャネルは、前記第１の開
口部を前記第２のセグメントの前記本体部の第１の円柱状のキャビティと適合させる前記
第１の開口部のところで接合される上側テーパを備えることを特徴とするシステム。
［１００］
　上記［９９］に記載のシステムであって、前記第１の円柱状のキャビティは、前記第２
のセグメントの前記本体部の第２の円柱状のキャビティを接合することを特徴とするシス
テム。
［１０１］
　上記［１００］に記載のシステムであって、前記第１の円柱状のキャビティの直径は、
前記第２の円柱状のキャビティの直径より小さいことを特徴とするシステム。
［１０２］
　上記［５７］に記載のシステムであって、前記第２のセグメントリンクは、前記機能要
素に結合されることを特徴とするシステム。
［１０３］
　上記［１０２］に記載のシステムであって、前記第２のセグメントリンクは、前記機能
要素の接続リンクに結合されることを特徴とするシステム。
［１０４］
　上記［１０３］に記載のシステムであって、前記接続リンクは、金属と、プラスチック
と、熱可塑性ポリマと、ステンレス鋼と、ポリ塩化ビニルと、液晶ポリマとからなる群か
ら選択された材料を含むことを特徴とするシステム。
［１０５］
　上記［１０３］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記接続リンクの内側キ
ャビティ内に位置決めされた作動ピストンを備えることを特徴とするシステム。
［１０６］
　上記［１０５］に記載のシステムであって、前記作動ピストンは、金属と、プラスチッ
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クと、熱可塑性ポリマと、ステンレス鋼と、ポリ塩化ビニルと、液晶ポリマとからなる群
から選択された材料を含むことを特徴とするシステム。
［１０７］
　上記［１０５］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記作動ピストンに結合
された第１の作動リンク部材および第２の作動リンク部材をさらに備えることを特徴とす
るシステム。
［１０８］
　上記［１０７］に記載のシステムであって、前記第１の作動リンク部材および前記第２
の作動リンク部材は、金属と、プラスチックと、熱可塑性ポリマと、ステンレス鋼と、ポ
リ塩化ビニルと、液晶ポリマとからなる群から選択された材料を含むことを特徴とするシ
ステム。
［１０９］
　上記［１０７］に記載のシステムであって、前記機能要素は、前記第１の作動リンク部
材および前記第２の作動リンク部材にそれぞれ結合された第１の爪部材および第２の爪部
材をさらに備えることを特徴とするシステム。
［１１０］
　上記［１０９］に記載のシステムであって、前記第１の爪部材および前記第２の爪部材
は、金属と、プラスチックと、熱可塑性ポリマと、ステンレス鋼と、ポリ塩化ビニルと、
液晶ポリマとからなる群から選択された材料を含むことを特徴とするシステム。
［１１１］
　上記［１０９］に記載のシステムであって、前記接続リンクの前記内側キャビティ内で
前記作動ピストンが直線的に移動することで、前記第１の爪部材および前記第２の爪部材
を開閉させることを特徴とするシステム。
［１１２］
　上記［１１１］に記載のシステムであって、作動ケーブルは、前記作動ピストンに結合
されることを特徴とするシステム。
［１１３］
　上記［１１２］に記載のシステムであって、前記作動ケーブルは、金属ケーブルと、プ
ラスチックケーブルと、ソリッドワイヤケーブルと、編組ケーブルと、ステンレス鋼ワイ
ヤ編組ケーブルとからなる群から選択された１つを備えることを特徴とするシステム。
［１１４］
　上記［５４］および［５７］に記載のシステムであって、前記少なくとも２つのセグメ
ントリンクは、金属と、プラスチックと、熱可塑性ポリマと、ステンレス鋼と、ポリ塩化
ビニルと、液晶ポリマと、ポリテトラフルオロエチレンとからなる群から選択された材料
を含むことを特徴とするシステム。
［１１５］
　上記［５７］に記載のシステムであって、前記第１のセグメントリンクは、金属と、プ
ラスチックと、熱可塑性ポリマと、ステンレス鋼と、ポリ塩化ビニルと、液晶ポリマと、
ポリテトラフルオロエチレンとからなる群から選択された材料を含むことを特徴とするシ
ステム。
［１１６］
　上記［５７］に記載のシステムであって、前記第２のセグメントリンクは、前記第１の
セグメントリンクと異なる材料を含むことを特徴とするシステム。
［１１７］
　上記［５４］に記載のシステムであって、前記少なくとも２つのセグメントリンクのう
ちの第１のセグメントリンクは、前記工具シャフトの第１のシャフト部分に結合され、前
記少なくとも２つのセグメントリンクのうちの第２のセグメントリンクは、前記工具シャ
フトの第２のシャフト部分および前記機能要素のうちの一方に結合されることを特徴とす
るシステム。
［１１８］
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　上記［５７］に記載のシステムであって、前記工具シャフトの前記第１のシャフト部分
は、ケーブル遷移セグメントを備えることを特徴とするシステム。
［１１９］
　上記［１１８］に記載のシステムであって、前記ケーブル遷移セグメントは、少なくと
も１つの関節ケーブルチャネルを備えることを特徴とするシステム。
［１２０］
　上記［１１９］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つの関節ケーブルチャネ
ルは、前記ケーブル遷移セグメントの周上で９０°隔てて並べられる第１から第４までの
関節ケーブルチャネルを含むことを特徴とするシステム。
［１２１］
　上記［１２０］に記載のシステムであって、前記ケーブル遷移セグメントの少なくとも
２つの関節ケーブルチャネルは、前記第１のセグメントリンクの少なくとも２つの関節ケ
ーブルチャネルと位置合わせされることを特徴とするシステム。
［１２２］
　上記［１１８］に記載のシステムであって、前記ケーブル遷移セグメントは、作動ケー
ブルチャネルを備えることを特徴とするシステム。
［１２３］
　上記［１２２］に記載のシステムであって、前記作動ケーブルチャネルは、前記ケーブ
ル遷移セグメントの直径方向の中点に位置決めされることを特徴とするシステム。
［１２４］
　上記［１１８］に記載のシステムであって、前記ケーブル遷移セグメントは、金属と、
プラスチックと、熱可塑性ポリマと、ステンレス鋼と、ポリ塩化ビニルと、液晶ポリマと
、ポリテトラフルオロエチレンとからなる群から選択された材料を含むことを特徴とする
システム。
［１２５］
　上記［１１７］に記載のシステムであって、前記工具シャフトの前記第１のシャフト部
分は、柔軟な工具シャフト部分を備えることを特徴とするシステム。
［１２６］
　上記［１２５］に記載のシステムであって、前記柔軟な工具シャフト部分は、少なくと
も１つのケーブルチャネルを有する内腔誘導部材を備えることを特徴とするシステム。
［１２７］
　上記［１２６］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つのケーブルチャネルは
、作動ケーブルチャネルと少なくとも１つの関節ケーブルチャネルとを備えることを特徴
とするシステム。
［１２８］
　上記［１２７］に記載のシステムであって、前記作動ケーブルチャネルは、前記柔軟な
工具シャフト部分の直径方向の中点に位置決めされ、前記少なくとも１つの関節ケーブル
チャネルは、前記柔軟な工具シャフト部分の周にそって位置決めされることを特徴とする
システム。
［１２９］
　上記［１２６］に記載のシステムであって、前記内腔誘導部材は、５個の内腔補強ロッ
ドを備えることを特徴とするシステム。
［１３０］
　上記［１２６］に記載のシステムであって、前記内腔誘導部材は、金属と、プラスチッ
クと、熱可塑性ポリマと、ステンレス鋼と、ポリ塩化ビニルと、液晶ポリマと、ポリテト
ラフルオロエチレンとからなる群から選択された材料を含むことを特徴とするシステム。
［１３１］
　上記［９１］に記載のシステムであって、少なくとも１つのキャビティ溝が、前記第２
のセグメントの前記第１の部分の前記底面内に形成されることを特徴とするシステム。
［１３２］
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　上記［１３１］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つのキャビティ溝は、第
１のキャビティ溝と第２のキャビティ溝とを備えることを特徴とするシステム。
［１３３］
　上記［１３２］に記載のシステムであって、前記第１のキャビティ溝は、前記少なくと
も１つの関節ケーブルチャネルの第１の関節ケーブルチャネルから前記少なくとも１つの
関節ケーブルチャネルの第２の関節ケーブルチャネルまで延在することを特徴とするシス
テム。
［１３４］
　上記［１３３］に記載のシステムであって、第１の関節ケーブルが、前記第１の関節ケ
ーブルチャネル、前記第１のキャビティ溝、および前記第２の関節ケーブルチャネル内に
位置決めされることを特徴とするシステム。
［１３５］
　上記［１３４］に記載のシステムであって、前記第１の関節ケーブルは、前記第１のキ
ャビティ溝の表面に固定されることを特徴とするシステム。
［１３６］
　上記［１３５］に記載のシステムであって、前記第１の関節ケーブルは、前記第１のキ
ャビティ溝の前記表面に溶接されることを特徴とするシステム。
［１３７］
　上記［１３５］に記載のシステムであって、前記第１の関節ケーブルは、前記第１のキ
ャビティ溝の前記表面に接着剤で接着されることを特徴とするシステム。
［１３８］
　上記［１３５］に記載のシステムであって、前記第１の関節ケーブルは、前記第１のキ
ャビティ溝内に圧入されることを特徴とするシステム。
［１３９］
　上記［１３３］に記載のシステムであって、前記第２のキャビティ溝は、前記少なくと
も１つの関節ケーブルチャネルの第３の関節ケーブルチャネルから前記少なくとも１つの
関節ケーブルチャネルの第４の関節ケーブルチャネルまで延在することを特徴とするシス
テム。
［１４０］
　上記［１３９］に記載のシステムであって、第２の関節ケーブルが、前記第３の関節ケ
ーブルチャネル、前記第２のキャビティ溝、および前記第４の関節ケーブルチャネル内に
位置決めされることを特徴とするシステム。
［１４１］
　上記［１３１］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つのキャビティ溝は、前
記第２のセグメントの前記円柱状の本体部分の前記底面の周全体にそって延在することを
特徴とするシステム。
［１４２］
　上記［１４１］に記載のシステムであって、前記少なくとも１つの関節ケーブルチャネ
ルの前記第２の開口部は、前記少なくとも１つのキャビティ溝によって部分的に画成され
ることを特徴とするシステム。
［１４３］
　上記［１４２］に記載のシステムであって、少なくとも１つの関節ケーブルは、前記少
なくとも１つの関節ケーブルチャネル内に位置決めされ、前記少なくとも１つの関節ケー
ブルは、前記少なくとも１つのキャビティ溝の表面に固定されることを特徴とするシステ
ム。
［１４４］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記工具シャフトの前記関節動作領域は、複数
のセグメントリンクを備えることができることを特徴とするシステム。
［１４５］
　上記［１４４］に記載のシステムであって、前記複数のセグメントリンクのうちのそれ
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ぞれのセグメントリンクは、前記複数のセグメントリンクのうちの別のセグメントリンク
に順次結合されることを特徴とするシステム。
［１４６］
　上記［１４４］に記載のシステムであって、前記複数のセグメントリンクは、互いに関
して関節動作することを特徴とするシステム。
［１４７］
　上記［１４４］に記載のシステムであって、前記複数のセグメントリンクのうちの第１
のセグメントリンクの第１の部分の底面は、前記複数のセグメントリンクのうちの第２の
セグメントリンクの第１の部分の上面に当接し、前記第１のセグメントリンクおよび前記
第２のセグメントリンクのそれぞれの中心軸に関して関節動作の角度を制限することを特
徴とするシステム。
［１４８］
　上記［１４７］に記載のシステムであって、前記関節動作の角度は、１２°まで、乃至
１５°までの範囲に制限されることを特徴とするシステム。
［１４９］
　上記［１４７］に記載のシステムであって、前記第１のセグメントリンクの前記第１の
部分は、円柱状の本体部分を備え、前記第２のセグメントリンクの前記第１の部分は、円
柱状の本体部分を備えることを特徴とするシステム。
［１５０］
　上記［１４４］に記載のシステムであって、前記複数のセグメントリンクのうちのそれ
ぞれのセグメントリンクは、前記機能要素と前記関節式プローブの作業面との間の関節動
作を１２°まで、乃至１５°までの範囲内で行うように製作され、配置構成されることを
特徴とするシステム。
［１５１］
　上記［１４４］に記載のシステムであって、前記複数のセグメントリンクのうちのそれ
ぞれのセグメントリンクは、前記機能要素と前記工具シャフトのケーブル遷移セグメント
の長手方向軸との間の関節動作を１２°まで、乃至１５°までの範囲内で行うように製作
され、配置構成されることを特徴とするシステム。
［１５２］
　上記［１４４］に記載のシステムであって、前記複数のセグメントリンクのうちのそれ
ぞれのセグメントリンクは、前記機能要素と前記工具シャフトの延長軸との間の関節動作
を１２°まで、乃至１５°までの範囲内で行うように製作され、配置構成されることを特
徴とするシステム。
［１５３］
　上記［１］および［１４４］に記載のシステムであって、前記関節動作領域は、約１／
２インチを超えて撓むことなく約１lbFの力を支持できるように製作され、配置構成され
ることを特徴とするシステム。
［１５４］
　上記［１］および［１４４］に記載のシステムであって、前記関節動作領域は、完全な
関節動作状態にあるときに約１／２インチを超えて撓むことなく約１lbFの力を支持でき
るように製作され、配置構成されることを特徴とするシステム。
［１５５］
　上記［１］に記載のシステムであって、前記工具シャフトは、ワイヤコイル内に位置決
めされた５個の内腔押出部を備えることを特徴とするシステム。
［１５６］
　上記［１５５］に記載のシステムであって、前記ワイヤコイルを囲む工具シャフトカバ
ーをさらに備えることを特徴とするシステム。
［１５７］
　上記［１５６］に記載のシステムであって、前記工具シャフトカバーは、Ｐｅｂａｘ（
登録商標）型のシャフトカバーを備えることを特徴とするシステム。
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